
 

令和８年度鳥獣被害防止総合対策事業業務 

第１号様式 

令和 年 月 日 

 

一般競争入札参加資格確認申請書 

 

沖縄県知事 殿 

 

 

住 所 ： 

商号又は名称： 

氏 名 ：             印 

 

 

「令和８年度鳥獣被害防止総合対策事業業務委託」の一般競争入札への参加申請を行う

にあたり、下記の競争入札参加資格の内容については事実と相違ないことを誓約します。 

あわせて、競争入札参加資格を有することが確認できる書類一式及び入札保証金に関係す

る書類を提出します。 

 

 

記  

 

⑴ 本業務の仕様書等に示した全ての内容を円滑に履行することができる者であること。 

⑵ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16号）第 167 条の４に規定する者に該当しない

者であること。 

⑶ 沖縄県から指名停止措置が講じられている期間中の者でないこと。 

⑷ 沖縄県暴力団排除条例第２条（平成 23年条例第 35号）第２号に規定する暴力団員又

は暴力団と密接な関係を有する者に該当しないこと。 

⑸ 労働関係法令を遵守しており、加入義務のある社会保険（労働保険、健康保険及び厚

生年金保険）に加入し、保険料の滞納がないこと。 

⑹ 納付義務のある県税、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。 

⑺ 沖縄県内に本社、支社、支店、営業所等を有すること。 

⑻ 過去３年の間に国（独立行政法人、公社及び公団を含む）又は沖縄県若しくは沖縄県

以外の地方公共団体が発注した、野生鳥獣の生態調査、生息個体数調査等に関する一

以上の業務を誠実に履行したこと。 

⑼ 共同企業体の場合、共同企業体の設立協定書が締結されていること。 

⑽ コンソーシアムの場合、全ての構成員間で契約書が締結されていること。 

 

 

※1 共同企業体もしくはコンソーシアムの場合は、すべての構成員について本申請書の提出が必要です。 

※2 ただし共同企業体（もしくはコンソーシアム。以下、共同企業体等とする。）の場合は、⑴～⑹につい

てはすべての共同企業体等構成員が、⑺～⑻については共同企業体等構成員のいずれかが満たすこと

が必要です。 


